
 

平成１６年３月期   個別中間財務諸表の概要 平成１５年１１月２５日 

上 場 会 社 名 株式会社 ヤ ギ 上場取引所    ㈱大阪証券取引所 

コ ー ド 番 号 ７４６０ 本社所在都道府県 大阪府 

（ＵＲＬ http://www.yaginet.co.jp ） 

問 合 せ 先   責任者役職名 取締役経営管理部長 

          氏    名 門 川 幸 司  ＴＥＬ (０６) ６２６６－７３３２ 

決算取締役会開催日 平成15年11月25日 中間配当制度の有無   有  

単元株制度採用の有無   有(１単元1,000株) 

１. 15年 9月中間期の業績(平成15年4月1日～平成15年9月30日) 

(1)経営成績                                         （百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

15年 9月中間期 

14年 9月中間期 

百万円 ％

          54,487  （4.4） 

          52,200 （－ ） 

百万円 ％

              731  （△ 9.6 ）

              808 （ －  ）

百万円 ％

              690  （10.8）

              623 （ － ）

15年 3月期 109,456   1,623  1,333  
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 
 

 

15年 9月中間期 

14年 9月中間期 

百万円 ％

             344  （181.0）

             122 （ － ）

円   銭

33        36 

11        55 

15年 3月期 304               24        18  

(注)①期中平均株式数 15年9月中間期 10,320,577株 14年9月中間期 10,608,940株 15年3月期 10,513,333株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

④14年3月期は決算変更に伴い5ヶ月決算となりましたので、14年9月中間期における前年比較は行ってお 

りません。 

     (2) 配当状況 

 

 

１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

15年 9月中間期 

14年 9月中間期 

円  銭 

――――― 

――――― 

円  銭

――――― 

――――― 

15年 3月期 ―――――       8     00 

 

 

 

 

(3) 財政状態 

 

 
総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

15年 9月中間期 

14年 9月中間期 

百万円 

        53,691 

        53,419 

百万円

        13,335 

        13,352 

％ 

      24.8 

      25.0 

円   銭

    1,297     36 

    1,265     35 

15年 3月期 51,456 12,242 23.8  1,179     06 

(注)①期末発行済株式数 15年9月中間期 10,279,102株 14年9月中間期 10,552,774株 15年3月期 10,341,053株 

②期末自己株式数  15年9月中間期    288,898株 14年9月中間期     15,226株 15年3月期    226,947株  

 

２. 16年3月期の業績予想(平成15年4月1日～平成16年3月31日) 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通 期 

百万円 

115,000 

百万円

1,200 

百万円

500 

円  銭 

8    00 

円  銭

8    00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   48 円 64 銭 

業績予想に関する注意事項： 

上記に記載されている業績予想は、種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の予測数値を確約

したり、保証するものではありません。 
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注記 構成比 構成比 構成比

番号 (%) (%) (%)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

  １．現金及び預金 3,950,227 4,272,486 3,955,630

  ２．受取手形 15,464,784 15,781,654 17,858,842

  ３．売掛金　 17,977,378 19,718,249 17,630,775

  ４．有価証券　 499,808 - -

  ５．たな卸資産 6,256,518 5,549,610 4,989,515

  ６．その他 752,441 1,030,765 781,131

  貸倒引当金 △ 687,507 △ 893,030 △ 729,595

　　流動資産合計 44,213,651 82.8 45,459,736 84.7 44,486,300 86.5

Ⅱ　固定資産

　１．有形固定資産　 *１ 3,081,981 5.8 2,973,928 5.5 3,031,032 5.9

　２．無形固定資産 20,916 0.0 19,523 0.0 20,412 0.0

　３．投資その他の資産

  　(1)投資有価証券 5,085,981 4,327,267 2,837,237

  　(2)その他 1,929,151 1,526,632 1,854,371

  　　 貸倒引当金 △ 911,775 △ 616,037 △ 772,535

　　投資その他の資産合計 6,103,357 11.4 5,237,862 9.8 3,919,073 7.6

　　固定資産合計 9,206,255 17.2 8,231,314 15.3 6,970,518 13.5

　資産合計 53,419,906 100.0 53,691,050 100.0 51,456,818 100.0

(平成14年9月30日現在)(平成15年9月30日現在)

金額（千円） 金額（千円）

貸　借　対　照　表

金額（千円）

前中間会計期間末 当中間会計期間末
要約貸借対照表
前事業年度の

(平成15年3月31日現在)

 

 

 

 

 2 

 



 

 

 

注記 構成比 構成比 構成比

番号 (%) (%) (%)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

  １．支払手形 7,543,087 7,656,599 8,600,500

　２．買掛金 13,188,686 14,219,692 13,285,953

  ３．短期借入金 13,050,000 12,400,000 12,370,000

  ４．未払金 3,311,130 2,701,117 2,342,651

  ５．未払法人税等 55,421 460,374 301,500

　６．賞与引当金 375,000 405,000 385,000

  ７．その他 138,584 315,511 161,891

　　　流動負債合計 37,661,910 70.5 38,158,295 71.1 37,447,497 72.8

Ⅱ　固定負債

  １．退職給付引当金 472,202 687,075 559,023

　２．役員退職慰労引当金 461,500 356,000 485,000

  ３．その他 1,471,313 1,154,030 722,623

　　　固定負債合計 2,405,015 4.5 2,197,105 4.1 1,766,646 3.4

　　　負債合計 40,066,926 75.0 40,355,401 75.2 39,214,144 76.2

（資本の部）

Ⅰ　資本金　　　　　　 1,088,000 2.0 1,088,000 2.0 1,088,000 2.1

Ⅱ　資本剰余金

　１．資本準備金 805,188 805,188 805,188

　　　資本剰余金合計 805,188 1.5 805,188 1.5 805,188 1.6

Ⅲ．利益剰余金

　１．利益準備金 272,000 272,000 272,000

　２．任意積立金 9,203,122 9,198,812 9,203,122

　３．中間(当期)未処分利益 462,584 860,154 644,293

　　　利益剰余金合計 9,937,707 18.6 10,330,967 19.2 10,119,415 19.7

Ⅳ．その他有価証券評価 1,528,435 2.9 1,238,997 2.3 322,093 0.6

　　差額金

Ⅴ．自己株式 △ 6,350 △0.0 △ 127,505 △0.2 △ 92,024 △0.2

　　　資本合計 13,352,980 25.0 13,335,649 24.8 12,242,674 23.8

　　　負債・資本合計 53,419,906 100.0 53,691,050 100.0 51,456,818 100.0

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

要約貸借対照表
(平成14年9月30日現在)(平成15年9月30日現在)(平成15年3月31日現在)

前中間会計期間末 当中間会計期間末
前事業年度の
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注記 百分比 百分比 百分比

番号 (％) (％) (％)

Ⅰ　売上高　　　　　　　　 52,200,908 100.0 54,487,392 100.0 109,456,150 100.0

Ⅱ　売上原価 47,529,450 91.1 49,590,515 91.0 99,851,629 91.2

　　　売上総利益 4,671,457 8.9 4,896,876 9.0 9,604,520 8.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 3,862,699 7.4 4,165,562 7.7 7,980,687 7.3

　　　営業利益 808,758 1.5 731,314 1.3 1,623,832 1.5

Ⅳ　営業外収益

　１．受取利息 14,770 13,299 27,998

　２．その他 *１ 75,346 90,116 0.2 60,205 73,504 0.1 123,738 151,737 0.1

Ⅴ　営業外費用

　１．支払利息 66,943 54,566 128,062

　２．その他 *２ 208,467 275,411 0.5 59,395 113,961 0.2 314,185 442,248 0.4

　　　経常利益 623,463 1.2 690,857 1.2 1,333,321 1.2

Ⅵ　特別利益 *３ - - 31,499 0.1 - -

Ⅶ　特別損失 *４ 411,941 0.8 114,772 0.2 721,523 0.6

　　　税引前中間(当期)純 211,522 0.4 607,584 1.1 611,797 0.6

　　　利益

　　　法人税、住民税及び 65,916 472,929 348,032

　　　事業税

　　　法人税等調整額 23,077 88,994 0.2 △ 209,624 263,304 0.5 △ 40,472 307,560 0.3

　　　中間（当期）純利益 122,528 0.2 344,279 0.6 304,237 0.3

　　　前期繰越利益 445,746 515,874 445,746

　　　自己株式消却額 105,690 - 105,690

　　　中間(当期)未処分利益 462,584 860,154 644,293

金額(千円)

自 平成14年 4月 1日

至 平成14年 9月30日

自 平成15年 4月 1日

至 平成15年 9月30日

前中間会計期間 当中間会計期間

損　益　計　算　書

前事業年度の要約損益計算書

金額(千円)

自 平成14年 4月 1日

至 平成15年 3月31日

金額(千円)

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

1.資産の評価基準 (1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券

　及び評価方法 ①満期保有目的債券 ①満期保有目的債券 ①満期保有目的債券

  償却原価法（定額法） 　　　　　同左 　　　　　同左

②子会社株式及び関連会社株式 ②子会社株式及び関連会社株式 ②子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法 　　　　　同左 　　　　　同左

③その他有価証券 ③その他有価証券 ③その他有価証券

  ィ.時価のあるもの   ィ.時価のあるもの   ィ.時価のあるもの

  　 中間期末日の市場価格等に 　　　　　同左   　 決算日の市場価格等に基づ

  　 基づく時価法（評価差額は   　 く時価法（評価差額は全部

     全部資本直入法により処理      資本直入法により処理し、

     し、売却原価は移動平均法      売却原価は移動平均法によ

     により算定）      り算定）

  ロ.時価のないもの   ロ.時価のないもの   ロ.時価のないもの

     移動平均法による原価法 　　　　　同左 　　　　　同左

(2)デリバティブ　 (2)デリバティブ　 (2)デリバティブ　

　時価法 　　　　　同左 　　　　　同左

(3)たな卸資産　　 (3)たな卸資産　　 (3)たな卸資産　　

　商品 　商品 　商品

  　先入先出法による低価法 　　　　　同左 　　　　　同左

2.固定資産の減価 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産

　償却の方法 　定率法 　　　　　同左 　　　　　同左

　ただし、平成10年4月1日以降

に取得した建物(附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

　　建物(付属設備を含む)　

　　　　　　　　3～50年

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産

　定額法 　　　　　同左 　　　　　同左

　なお、自社利用のソフトウェ

ェアについては、社内における

利用可能期間(5年)に基づく定額

法を採用しております。

3.引当金の計上

　基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備 　　　　　同左 　　　　　同左

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

至 平成14年 9月30日 至 平成15年 9月30日 至 平成15年 3月31日

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自 平成14年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日 自 平成14年 4月 1日
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 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金

　賞与引当金は、従業員の賞与 　　　　　同左 　賞与引当金は、従業員の賞与

の支払いに備えるため、支給見 の支払いに備えるため、支給見

込額の当中間期期間対応額を計 込額の当期期間対応額を計上し

上しております。 ております。

(3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた 　　　　　同左 　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職 め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額 給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末において に基づき計上しております。

発生していると認められる額を 　なお、会計基準変更時差異

計上しております。 （688,636千円）については、

　なお、会計基準変更時差異 3年による按分額を費用処理し

（688,636千円）については、 ております。

3年による按分額を費用処理し   また、数理計算上の差異は、

ております。 事業年度の発生時における従業
  また、数理計算上の差異は、 員の平均残存勤務期間内の一定
事業年度の発生時における従業 の年数（５年）による定額法に

員の平均残存勤務期間内の一定 より、按分した額をそれぞれ発

の年数（５年）による定額法に 生の翌期から費用処理しており

より、按分した額をそれぞれ発 ます。

生の翌期から費用処理しており

ます。

(4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備 　　　　　同左 　役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規による中間期末 えるため、内規による期末要支

要支給額を計上しております。 給額を計上しております。

4.リース取引の 　リース物件の所有権が借主に 　　　　　同左 　　　　　同左

  処理方法 移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

5.ヘッジ会計の (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

  方法 　為替予約については振当処理 　　　　　同左 　　　　　同左

を採用しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　　為替予約 　　　　　同左 　　　　　同左

　ヘッジ対象　　外貨建金銭

　　　　　　　　債権債務

(3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針

　社内管理規程に基づき、外貨 　　　　　同左 　　　　　同左

建債権債務に係る将来の為替変

動によるリスクをヘッジしてお

ります。

(4)ヘッジ有効性の評価 (4)ヘッジ有効性の評価 (4)ヘッジ有効性の評価

　振当処理している為替予約に 　　　　　同左 　　　　　同左

ついては有効性の評価を省略し

ております。
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6.その他中間財 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理

　務諸表(財務諸 　税抜方式によっております。 　　　　　同左 　税抜方式によっております。

　表)作成のため なお、仮払消費税等及び仮受消

  の重要な事項 費税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示して

おります。

(2)自己株式及び法定準備金取崩

   等に関する会計基準

　当期から「自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成14年

2月21日　企業会計基準第１号）

を適用しております。これによる

当期の損益に与える影響はありま

せん。

　なお、財務諸表等規則の改正に

より、当期における貸借対照表の

資本の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しており

ます。

(3)１株当たり情報

　当期から「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成14年9月25日　

企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成14年9月25日　企業会計

基準適用指針第４号）を適用して

おります。

　なお、当期において、従来と同

様の方法によった場合の（１株当

たり情報）については以下のとお

りであります。

　　１株当たり純資産額

1,183円89銭

　　１株当たり当期純利益

28円94銭
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追 加 情 報

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）
　当中間会計期間から「自己株式及び法
定準備金の取崩等に関する会計基準」
（企業会計基準第１号）を適用しており
ます。これによる当中間会計期間の損益
に与える影響はありません。
　なお、中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間貸借対
照表の資本の部については、改正後の中
間財務諸表等規則により作成しておりま
す。

至 平成14年 9月30日 至 平成15年 9月30日 至 平成15年 3月31日

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自 平成14年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日 自 平成14年 4月 1日

 

 

 

 

 

 

 

 

表示方法の変更

　　　該当事項はありません。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額

1,403,138千円 1,532,295千円 1,470,880千円

　２．保証債務 　２．保証債務 　２．保証債務

　　(1)関係会社の銀行借入に対する保証 　　(1)関係会社の銀行借入に対する保証 　　(1)関係会社の銀行借入に対する保証

　　　(株)ジョイテックス 77,570千円 　　　(株)ジョイテックス 15,770千円 　　　(株)ジョイテックス 52,467千円
　　　タイ ワイ・ジー・ティーリミテッド 　　　譜洛革時（上海）貿易有限公司 　　　譜洛革時（上海）貿易有限公司

8,490千円 121,050千円 38,596千円
　　(2)海外現地法人のＬ/Ｃ開設等に対 　　(2)海外現地法人のＬ/Ｃ開設等に対 　　(2)海外現地法人のＬ/Ｃ開設等に対

　　   する保証 　　   する保証 　　   する保証

　　　ヤギ香港リミテッド 521,400千円 　　　ヤギ香港リミテッド 1,004,120千円 　　　ヤギ香港リミテッド 795,885千円
　　　タイ ワイ・ジー・ティーリミテッド 　　　タイ ワイ・ジー・ティーリミテッド 　　　タイ ワイ・ジー・ティーリミテッド

36,329千円 37,347千円 25,973千円
　　(3)関係会社の買掛債務に対する保証 　　(3)関係会社の買掛債務に対する保証

　　　　(株)マルス 4,815千円 　　　　(株)マルス 3,116千円
    合計 648,605千円     合計 1,178,287千円     合計 916,040千円

（中間損益計算書関係）

会計期間 当中間会計期間 前事業年度
(自 平成14年 4月 1日 (自 平成15年 4月 1日 (自 平成14年 4月 1日 

 至 平成14年 9月30日)  至 平成15年 9月30日)  至 平成15年 3月31日)

＊１．営業外収益のその他のうち主要なもの＊１．営業外収益のその他のうち主要なもの＊１．営業外収益のその他のうち主要なもの

　　　受取配当金 50,183千円 　　　受取配当金 37,080千円 　　　受取配当金 54,861千円

＊２．営業外費用のその他のうち主要なもの＊２．営業外費用のその他のうち主要なもの＊２．営業外費用のその他のうち主要なもの

　　　為替差損 175,809千円 　　　有価証券評価損 26,772千円 　　　為替差損 252,117千円

＊３． ＊３．特別利益 ＊３．

　　　土地売却益 31,499千円

＊４．特別損失 ＊４．特別損失 ＊４．特別損失

　　　退職給付会計基準変更時差異 　　　退職給付会計基準変更時差異 　　　退職給付会計基準変更時差異

114,772千円 114,772千円 229,545千円

　　　投資有価証券評価減 166,684千円 　　　投資有価証券評価減 335,967千円

　　　子会社株式評価減 130,483千円 　　　子会社株式評価減 130,483千円

　　　ゴルフ会員権評価減 25,528千円

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

　　　　　　有形固定資産 63,064千円 　　　　　　有形固定資産 64,487千円 　　　　　　有形固定資産 135,801千円

　　　　　　無形固定資産 831千円 　　　　　　無形固定資産 888千円 　　　　　　無形固定資産 1,720千円

前事業年度前中間会計期間末 当中間会計期間末

(平成14年9月30日) (平成15年9月30日) (平成15年3月31日)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前中間
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 （リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め 　リース物件の所有権が借主に移転すると認め 　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 られるもの以外のファイナンス・リース取引 られるもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

   計額相当額及び中間期末残高相当額    計額相当額及び中間期末残高相当額    計額相当額及び期末残高相当額

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

車両運搬具 5,327 2,841 2,485 車両運搬具 4,000 2,378 1,621 車両運搬具 3,472 2,066 1,405

器具及び備品 24,014 17,221 6,793 器具及び備品 10,356 7,548 2,808 器具及び備品 21,192 16,523 4,669

合計 29,341 20,062 9,278 合計 14,356 9,926 4,429 合計 24,664 18,589 6,074

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間 (注) (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末

　　期末残高が有形固定資産の中間期末残高 同左 　　残高が有形固定資産の期末残高等に占め

　　等に占める割合が低いため、支払利子込 　　る割合が低いため、支払利子込み法によ

　　み法により算定しております。 　　り算定しております。

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 5,525 千円 １年内 3,258 千円 １年内 3,747 千円

１年超 3,753 千円 １年超 1,170 千円 １年超 2,327 千円

合計 9,278 千円 合計 4,429 千円 合計 6,074 千円

(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、 (注) (注)未経過リース料期末残高相当額は、有

    有形固定資産の中間期末残高等に占める 同左     形固定資産の期末残高等に占めるその

　　その割合が低いため、支払利子込み法に 　　割合が低いため、支払利子込み法によ

　　より算定しております。 　　り算定しております。

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 5,201 千円 支払リース料 3,182 千円 支払リース料 8,619 千円

減価償却費相当額 5,201 千円 減価償却費相当額 3,182 千円 減価償却費相当額 8,619 千円

(4)減価償却相当額の算定方法 (4)減価償却相当額の算定方法 (4)減価償却相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零 同左 同左

とする定額法によっております。

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

減価償却
累計額相
当額

前中間会計期間

(自 平成14年 4月 1日 

 至 平成14年 9月30日)

中間期末
残高相当
額

中間期末
残高相当
額

当中間会計期間

(自 平成15年 4月 1日 

 至 平成15年 9月30日)

取得価額
相当額

前事業年度

(自 平成14年 4月 1日 

 至 平成15年 3月31日)

期末残高
相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

 



 

 

1.代表者の異動

該当事項はありません。

2．その他役員の異動

該当事項はありません。

役 員 の 異 動
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